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【関係法令】地方公務員法（抜粋）

（人事行政の運営等の状況の公表）
第58条の2　任命権者は、次条に規定するもののほか、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に対し、職員
　（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（第28条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。)
　の任用、人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、休業、分限及び懲戒、服務、退職管理、研修並びに福祉及び利益
　の保護等人事行政の運営の状況を報告しなければならない。
２　人事委員会又は公平委員会は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に対し、業務の状況を報告しなけ
　ればならない。
３　地方公共団体の長は、前2項の規定による報告を受けたときは、条例で定めるところにより、毎年、第1項の規定による
　報告を取りまとめ、その概要及び前項の規定による報告を公表しなければならない。

（等級等ごとの職員の数の公表）
第58条の3　任命権者は、第25条第4項に規定する等級及び職員の職の属する職制上の段階ごとに、職員の数を、毎年、地方
　公共団体の長に報告しなければならない。
２　地方公共団体の長は、毎年、前項の規定による報告を取りまとめ、公表しなければならない。

※目次「１　職員の任免及び職員数に関する状況」から「１０　職員の福祉及び利益の保護の状況」までは、
　地方公務員法第58条の2に基づく報告について、同条第3項に基づき取りまとめた内容です。

※目次「１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数」については、地方公務員法第58条の3に基づく報告につ
　いて、同条第2項に基づき取りまとめた内容です。

（注）本公表における対象職員は、特に注意書きがない限り、一般職に属する職員であり、再任用職員及び休職者を含み、
　　　臨時的任用職員、非常勤職員を除きます。

１　職員の任免及び職員数に関する状況

３　職員の給与の状況

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

５　職員の休業の状況

１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数



１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1)総職員数 (単位：人)

1,428 1,289 （110） 1,292 （95） 3 （△15）
705 607 （1） 611 （1） 4 （0）
22 16 （0） 16 （0） 0 （0）

188 168 （5） 170 （5） 2 （0）
126 104 （23） 105 （13） 1 （△10）
11 7 （0） 7 （0） 0 （0）
9 8 （0） 8 （0） 0 （0）

19 12 （1） 12 （2） 0 （1）
165 147 （21） 148 （20） 1 （△1）
154 136 （21） 133 （19） △3 （△2）

2,827 2,494 （182） 2,502 （155） 8 （△27）
(注）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数（外数）です。

(2)部門別職員数 (単位：人)

議 会 16 （0） 16 （0） 0 （0）
総 務 296 （33） 303 （34） 7 （1）
税 務 109 （4） 109 （3） 0 （△1）
民 生 220 （6） 217 （4） △3 （△2）
衛 生 161 （15） 168 （14） 7 （△1）
労 働 3 （0） 3 （0） 0 （0）
農林水産 73 （4） 80 （4） 7 （0）
商 工 63 （2） 56 （1） △7 （△1）
土 木 189 （26） 188 （21） △1 （△5）
小 計 1,130 （90） 1,140 （81） 10 （△9）

特別行政部門 教 育 272 （28） 275 （18） 3 （△10）
病 院 607 （1） 611 （1） 4 （0）
水 道 147 （21） 148 （20） 1 （△1）

公 営 企 業 等 交 通 136 （21） 133 （19） △3 （△2）
会 計 部 門 下 水 道 99 （17） 94 （12） △5 （△5）

そ の 他 103 （4） 101 （4） △2 （0）
小 計 1,092 （64） 1,087 （56） △5 （△8）

2,494 （182） 2,502 （155） 8 （△27）
（注１）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員数（外数）です。
（注２）　各部門の職員数は、総務省の定員管理調査の区分によるものであり、各部局等に配置されている職種区分とは異なります。

(3)職種別職員数 (単位：人)

H28.4.1 H29.4.1 比較
a b b-a
1,182 1,195 13

72 70 △2
50 50 0

134 135 1
36 36 0
23 22 △1
18 17 △1
3 4 1
2 2 0
1 1 0
5 5 0
8 9 1

46 47 1
64 62 △2
4 4 0

27 30 3
408 409 1
27 27 0
31 31 0
4 5 1
6 6 0

10 10 0
89 84 △5

221 218 △3
23 23 0

2,494 2,502 8

b-aba
比較H29.4.1H28.4.1

H28.4.1

条例定数

市 民 病 院
議 会 事 務 部 局

事 務 部 局
教 育 委 員 会

区　　分

市長事務部局
市民病院を除く事務部局

合　　　計

機 械

計

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 部 局
学 校

監 査 委 員 事 務 部 局
農 業 委 員 会 事 務 部 局

水 道 事 業
自 動 車 運 送 事 業

公 営 企 業

比較
b-a

栄 養 士

バ ス 運 転 士
技 能 労 務

職種区分

電 気

一般行政部門

事 務

診 療 放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

医 師
獣 医 師

理 学 療 法 士

H29.4.1
a b

部　　門

※「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」に基づき公
益的法人等に派遣されている職員については、該当派遣先の機関において属し
ている職務の性格によりそれぞれ該当する部門に分類しました。計

土 木

教 育

薬 剤 師
看 護 師

臨 床 工 学 技 士

農 林
水 産

化 学

そ の 他 の 医 療 職

保 健 師

建 築

保 育 士

生 物
そ の 他 の 技 師
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(4)地位別職員数 (単位：人)

H28.4.1 H29.4.1 比較
a 男 女 b 男 女 b-a 男 女

部 長 級 31 26 5 30 26 4 △1 0 △1
次 長 級 45 41 4 44 39 5 △1 △2 1
課 長 級 220 188 32 218 186 32 △2 △2 0
主 幹 級 269 221 48 268 222 46 △1 1 △2
主 査 級 662 438 224 681 448 233 19 10 9
一般職員 1,267 655 612 1,261 648 613 △6 △7 1

計 2,494 1,569 925 2,502 1,569 933 8 0 8

(5)年齢別職員数 (単位：人)

区分 ～20歳 21歳～25歳 26歳～30歳 31歳～35歳 36歳～40歳 41歳～45歳 46歳～50歳 51歳～55歳 56歳～60歳 61歳以上 計
H28.4.1　a 21 114 227 315 457 515 341 293 207 4 2,494
H29.4.1　b 20 118 223 296 426 509 378 304 201 27 2,502

b-a △1 4 △4 △19 △31 △6 37 11 △6 23 8

(6)平成28年度職員採用試験実施状況
①大学卒業程度 (単位：人、倍)

採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率
23 203 186 45 18 10.3

若干名 48 41 11 6 6.8
若干名 4 4 2 0 -
若干名 3 3 2 1 3.0

4 3 3 3 2 1.5
若干名 4 4 3 1 4.0

3 2 1 1 0 -
若干名 1 1 1 1 1.0
若干名 1 1 1 1 1.0

　 4 50 48 8 4 12.0
若干名 18 15 3 2 7.5
若干名 10 9 3 1 9.0

②高校卒業程度 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

13 51 47 27 11 4.3
若干名 2 2 2 2 1.0
若干名 1 1 0 0 -

9 77 74 30 12 6.2

③障がい者 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

若干名 4 4 0 0 -
若干名 2 2 0 0 -

④医療職 (単位：人、倍)
採用予定人数 申込者数 受験者数 1次試験合格者数 最終合格者数 競争率

若干名 3 3 3 1 3.0
若干名 17 16 2 2 8.0

18 19 16 15 13 1.2
1 0 0 0 0 -

若干名 8 8 5 4 2.0
若干名 2 2 1 1 2.0

事務(企業等職務経験者)

電 気
機 械
土 木
土木(企業等職務経験者)

左のうち男女別左のうち男女別左のうち男女別

試験職種
事 務

保 健 師
診 療 放 射 線 技 師

区分

試験職種
事 務
土 木
建 築
消 防

社 会 福 祉 士

事務（大学卒業程度）
事務（高校卒業程度）

建 築
建築(企業等職務経験者)

水 産

精 神 保 健 福 祉 士

消 防

看護師（専任教員）

試験職種
薬 剤 師
栄 養 士
看 護 師

試験職種

－2－



２　職員の人事評価の状況

(1)能力評価

：

：

：

：

：

：

：

(2)業績評価

：

：

：

：

：

：

：

選挙管理委員会事務部局

農業委員会事務部局

対象者 すべての一般職の職員

8人

13人

実施者数

（内訳）

323人

市長事務部局（市民病院を含む。）

議会事務部局

教育委員会（事務部局・学校）

1,904人

16人

実施者数

2,533人

平成28年4月1日～平成29年3月31日（2月1日）

農業委員会事務部局

294人

7人

評価期間（評価基準日）

評価方法

平成27年10月1日～平成28年9月30日（8月1日）

　評価期間において職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力が
標準職務遂行能力に照らしてどうであるかを評価項目ごとに5段階の評語
で評価する。

対象者 すべての一般職の職員（市民病院の医師を除く。）

2,565人

評価方法
　職員があらかじめ設定した目標の達成状況及び達成に向けた行動等に
関する評価基準に基づき、評価期間におけるその業務上の業績を5段階の
評語で評価する。

評価期間（評価基準日）

公営企業（水道事業・自動車運送事業）

監査委員事務部局

（内訳） 市長事務部局（市民病院を含む。） 1,879人

議会事務部局 15人

教育委員会（事務部局・学校） 289人

監査委員事務部局 8人

322人

13人

公営企業（水道事業・自動車運送事業）

選挙管理委員会事務部局 7人

－3－



３ 職員の給与の状況

(1)人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳

人　口
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ

人件費率
（Ｂ／Ａ）

前年度の
人件費率

H28.1.1　人 千円 千円 千円 ％ ％

293,066 116,677,099 2,597,523 12,422,055 10.65 10.50

H29.1.1　人 千円 千円 千円 ％ ％

290,137 116,114,625 2,251,564 12,181,562 10.49 10.65

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　     給　　　　　　　与　　　　　　　費 1人当たり

給　　　　料 職員手当
　期　末・
勤勉手当

計　Ｂ
給与費

（Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円

1,419 5,353,142 976,216 1,872,974 8,202,332 5,780

人 千円 千円 千円 千円 千円

1,402 5,298,543 962,083 1,886,626 8,147,252 5,811
（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、各年４月１日現在の人数である。

  　  ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

      　　職員数には当該職員を含んでいない。

(3)平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

　 平成28年4月1日現在

　　　　      一　般　行　政　職
平均給料
月　　額

平均給与
月　　額

平均年齢

円 円 歳

315,426 379,073 41.3

国 331,816 － 43.6

(注)平均給与月額は、給料月額、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当などを含みます。
（この内容に対応した国の平均給与月額は公表されていません。）

(4)初任給の状況（一般行政職） 平成28年4月1日現在

　  　青　　　森　　　市

初任給
採用2年
経過日

円 円

176,700 190,200

高校卒 144,600 154,300

(5)経験年数別及び学歴別平均給料月額の状況（一般行政職）

　 平成28年4月1日現在

区分
経験年数７年
以上10年未満

経験年数10年
以上15年未満

経験年数15年
以上20年未満

円 円 円

236,400 274,300 322,700

高校卒 199,900 238,000 275,000

(注)経験年数とは、卒業後直ちに採用されている場合は、採用後の年数をいいます。

同じ

大学卒

職員数　Ａ

青森市

区分

区分 国

27年度

27年度

28年度

28年度

区分

大学卒
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(6)一般行政職の級別職員数の状況 平成28年4月1日現在

 区　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

主事
技師

主事
技師

主査 主幹 主幹
課長

副参事
次長
参事

部長
理事

人 人 人 人 人 人 人 人 人

164 251 435 89 93 131 35 25 1,223

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

13.4 20.5 35.6 7.3 7.6 10.7 2.9 2.0 100.0

(7)職員手当の状況

①扶養手当、住居手当及び通勤手当 平成28年4月1日現在

・配偶者…13,000円

・その他

1人につき･･･6,500円

（配偶者がいない場合の1人目･･･11,000円）

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

･･･1人につき5,000円を加算

・借家、借間･･･限度額27,000円

通勤距離が2km以上の場合支給

・バスなどの利用者･･･限度額70,000円 バスなどの利用者

・自動車などの使用者 　･･･限度額55,000円

四輪自動車以外･･･2,000円～24,500円 自動車などの使用者

四輪自動車　　･･･2,000円～46,000円 　･･･2,000～31,600円

②特殊勤務手当及び時間外勤務手当（平成28年度）

計

同 じ

同 じ

標 準 的 な
職 務 内 容

職員数

青　　　森　　　市

構成比

国区  　　分

扶養手当

313,585  円 

代表的な手当

職員1人当たりの平均支給年額（平成27年度）

全　　　　　職　　　　　種

住居手当

区  　　分

特殊勤務手当

37.4  ％ 

103,868  円 

44 種類

支給対象職員1人当たり平均支給年額（平成27年度）

手当の種類

時間外勤務手当

通勤手当

税務手当
清掃業務手当
下水処理作業手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

－5－



③期末・勤勉手当の支給割合 （平成28年度）

    期末手当     勤勉手当     期末手当     勤勉手当

(注)（　　）内は再任用職員に係る支給割合です。

④退職手当 平成28年4月1日現在 　

20年

25年

35年

最高支給
限 度 額

(注)１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職員に支給した退職手当の平均です。

(8)特別職の報酬などの状況 平成28年4月1日現在

12月期 1.625 月分

計 3.050 月分

(注)市長及び副市長の給料月額については、青森市特別職の職員の給与に関する条例附則の規定により、

　　平成27年1月1日から平成28年12月31日までの間、（　　）内の額となっています。

(9)その他

期末・勤勉手当の支給割合以外の項目は、当該年度の給与改定が反映されていない数値です。

 自己都合退職

（850,000円）

（748,600円）
1.4256月期

区　　分

（平成28年度支給割合）

副 市 長

市　　長
1,000,000円

（前年度比 +0.05月分）議    員

592,200円

569,700円

議　　長 646,200円

副 議 長

区　　分

前年度比
（増減なし）

増減なし

2%～45%加算

+0.05月分

（増減なし）

49.590月分

勧奨・定年退職

41.325月分

１人当たり
平均支給額

定年前早期
退職特例措置

2%～20%加算

勤
続
年
数

期  末　手　当

49.590月分

給料・議員報酬月額

16,524千円

49.590月分

国

－

1.55月分 1.70月分

（1.45月分）

2.60月分

（0.80月分）

+0.10月分増減なし

（+0.05月分）（+0.05月分）

788,000円

同 じ

25.55625月分

国
青    森    市

34.5825月分

20.445月分

29.145月分

月分

区　　分

（1.40月分） （0.75月分）
年度計

2.50月分

        青    森    市
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)一般職員の勤務時間の状況

(2)一般職員の年次有給休暇

(3)特別休暇の取得状況(平成28年度）

0

6月から9月までの期間において4日
以内

8,588日 2,327

災害により滅失等した住居の復旧作業等 7日以内 0 0

必要と認められる期間 0.67h 2
災害・交通機関の事故等により出勤が著
しく困難な場合

災害時に退勤途上の身体の危険を回避す
る場合

夏季における心身の健康の維持・増進等

311

5日以内（要介護者が2人以上の場
合は10日以内）

281.4日 55

親族に応じ連続する日数 784日 293

配偶者、子及び父母を追悼する場合 回忌等の祭事や法事に対して1日 71日 64

負傷又は病気の中学校就学前の子の看護
をする場合

短期の介護をする場合

親族が死亡した場合

・妊娠満23週までは4週間に1回
・妊娠満24週から満35週までは2週
間に1回
・妊娠満36週から出産までは1週間
に1回
※それぞれ1回について1日の正規
の勤務時間の範囲内で必要と認め
られる期間

46.3日 19

妊婦の通勤緩和

妊娠中及び出産後1年以内の女子職員が健
康診査を受ける場合

職員の妻が出産した日以降30日以
内において4日以内

76.1日 31妻が出産する場合

育児参加をする場合

0

必要と認められる期間 4.25h 1

24

出産の予定日以前8週間（多胎妊娠
の場合は14週間）及び出産の日後8
週間

3,486日 40

1

ボランティア活動に参加する場合 5日以内 3日 1

5日以内 35.7日 13

職員が生後満1年6か月に達しない乳児の
授乳等を行う場合

区　　分 平成28年度

開 始 時 刻

内　　容

平成29年度

骨髄提供者となる場合 必要と認められる期間

38時間45分

17時00分

7時間45分

20日以内
20日付 与 日 数 (1 年 間 )

繰 越 限 度 日 数 (1 年 間 )

終 了 時 刻

区　　分

17時00分

公民としての権利を行使する場合

裁判員、証人等として国会、裁判所等に
出頭する場合

8時30分

1週間の正規の勤務時間
1日の正規の勤務時間

平均取得日数(H28年度実績) 11.7日

38時間45分
7時間45分
8時30分

結婚する場合

女子職員の出産

区　　　　分 期　　　　間 取得期間

必要と認められる期間 0

連続する7日以内（週休日及び休日
を除く）

151日

4.75h

対象者（人）

5日以内（養育する中学校就学の始
期に達するまでの子が2人以上の場
合は10日以内）

必要と認められる期間

1,218.5日

0

1日2回　各60分以内の期間 3,755ｈ 29

勤務時間の始め又は終わりにつ
き、1日を通じて1時間以内

14ｈ 1
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(4)病気休暇の取得状況(平成28年度） （単位：日、人）

（注）日数は、週休日を含む日数です。

(5)介護休暇の取得状況(平成28年度） （単位：人）

（単位：人）

計

配偶者

0

0

0

0

区　　　　分

介護休暇
取得者数

区分

00 0

0

7,594.32

日　数

00

計

女性職員

0男性職員

子

0 0

期　　　　間

配偶者の父母父母

2

対象者（実人数）

0

0

7,443.45

孫

90日以内の期間（任命権者が特に
必要と認めるものは180日以内）

兄弟姉妹

要介護者数（職員との続柄別）

0

祖父母

0 0

上記以外の負傷又は疾病 162

0

その他

173

介護休暇承認期間

5月超え

2 0 2

2

0

0

区分 2月を超え
3月以下

3月を超え
4月以下

計

男性職員

1月以下
1月を超え
2月以下

0 0

0 0 00 0 0

計

公務上の負傷疾病 療養に必要と認める期間 69.87 3

女子職員の生理 2日以内 81.00 8

4月を超え
5月以下

0 0 0

0 0

（注）介護休暇…配偶者等で2週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をする
　　　　　　　　場合、連続する6月の期間内において必要と認められる期間取得できます。

2 0 2 0

女性職員 2 0 2 0 0
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５　職員の休業の状況

育児休業等の取得状況
（単位：人）

育児休業 部分休業 育児短時間 育児休業

取得者数 取得者数 勤務者数 対象者数 うち育児休業 うち部分休業 うち育児短時間

取得者数 取得者数 勤務者数

0 0 0
0 0 0

33 9 2
39 2 0

33 9 2

39 2 0

(注1)育児休業…子が3歳に達する日まで休業することができます。
　 　部分休業…子が小学校就学の始期に達する前日まで、1日を通じて2時間以内で休業すること
　 　　　　　　ができます。
　 　育児短時間勤務…子が小学校就学の始期に達する前日まで、条例等で定める短時間勤務形態
 　　　　　　　　　　での勤務となります。
(注2)上段は平成28年度に新たに取得した者の数
　　 下段は平成27年度以前から引き続いて取得している者の数

(1)育児休業承認期間（平成28年度中に新たに取得した職員について） （単位：人）

6月超え 1年超え 1年6月超え 2年超え

1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下

男性職員 0 0 0 0 0 0 0
女性職員 3 9 9 3 1 8 33

計 3 9 9 3 1 8 33

(2)部分休業承認期間（平成28年度中に新たに取得した職員について） （単位：人）

1年超え 2年超え 3年超え 4年超え

2年以下 3年以下 4年以下 5年以下

男性職員 0 0 0 0 0 0 0
女性職員 2 1 0 3 1 2 9

計 2 1 0 3 1 2 9

1日の部分休業取得時間（平均）

30分超え 60分超え

60分以下 90分以下

男性職員 0 0 0 0 0
女性職員 1 3 0 5 9

計 1 3 0 5 9

0

0

区分 計30分以下 90分超え

計

6月以下区分

71

区分

33

0

0

平成28年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数平成28年度の取得者数

男性職員 38 0

33

0 0

5年超え1年以下区分

女性職員

計

33

計2年6月超え
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６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分

①分限処分の種類

②平成28年度分限処分件数(ここでいう「法」とは地方公務員法を指す。以下同じ。) （単位：人）

種　　類

　　　事　　由

0 0 24 0 24 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（注）件数は平成28年度中に発令したもの。

(2)懲戒処分

①懲戒処分の種類（効果）

②平成28年度懲戒処分件数 （単位：人）

種　　類

　　　事　　由

法令に違反した場合 法第29条第1項第1号 4 3 2 9 2

計 5 0 3 2 10 5

（注1）件数は平成28年度中に発令したもの。

（注2）再任用短時間勤務職員、臨時職員、非常勤職員を含みます。

　　エ　免職　職員を懲罰として義務違反を行った職員の身分を奪い、勤務関係から排除する処分のこと。

地公法第28条第４項により失職した者

地公法第28条第４項に基づく条例により失職しなかった者

計

刑事事件に関し起訴され
た場合

法第28条第2項第2号

条例で定める事由による
場合

法第27条第2項

　懲戒処分は、当該公務員に職務上の義務違反、その他、単なる労使関係の見地においてではなく、国民全体の奉
仕者として、公共の利益のために勤務することをその本質的な内容とする勤務関係の見地において、公務員として
ふさわしくない非行がある場合に、その責任を確認し、公務員関係の秩序を維持するため科される制裁であり、職
員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的とする
処分です。

　　ア　戒告　職員の服務規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分のこと。

0 0

3

心身の故障の場合
法第28条第1項第2号、
第2項第1号

降給 合計免職 休職

24

職務上の義務違反又は職務を
怠った場合

合計戒告 減給 停職 免職

1法第29条第1項第2号 1

0
全体の奉仕者たるにふさわし
くない非行のあった場合

法第29条第1項第3号

　　イ　減給　一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分のこと。

　　ウ　停職　職員を懲罰として職務に従事させない処分のこと。

訓告等

0

0

0

0

職務に必要な適格性を欠
く場合

法第28条第1項第3号

職制、定数の改廃、予算の減
少による過員を生じた場合

法第28条第1項第4号

　分限処分とは、公務能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、一定の事由がある場合に、職員の意に反
する不利益な身分上の変動をもたらす処分をする権限を任命権者に認める処分であり、他方、職員の身分保障の観
点からはその処分権限を発動し得る場合を限定したものです。

　　ア　免職　公務能率を維持する見地から、職員をその意に反してその職を失わせること。

　　イ　休職　職員に職を保有させたまま、一定期間職務に従事させない処分のこと。

　　ウ　降任　職員の現に有する職よりも下位の職に任命する処分のこと。

降任

　　エ　降給　職員が現に決定されている給料よりも低い額の給料に決定する処分のこと。

失職

024

0

0

0 0
人事評価又は勤務の状況
を示す事実に照らして、
勤務実績がよくない場合

法第28条第1項第1号
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７　職員の服務の状況

(1)職務に専念する義務の免除

①免除の例

ア　法律による免除の例

・分限処分としての休職

・懲戒処分としての停職

・在籍専従（休職）

・適法な交渉への参加

・教育公務員の研修への参加

・公民権の行使

・年次有給休暇

・特別休暇

・育児休業

・介護休暇

イ　職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の例

・研修を受ける場合

・厚生に関する計画の実施に参加する場合

・任命権者の定める場合

②免除の状況イに関するもの（平成28年度実績） （単位：件）

承認件数 左の主な内容

研修を受ける場合 2

厚生に関する計画の実施に参加する場合 3,125 定期健康診断、人間ドック等

任命権者の定める場合 812

415 参議院選挙、青森市長選挙

0

8

389 定年退職者説明会、再任用制度説明会等

3,939

(2)営利企業への従事等の制限

①制限される行為

ア　営利企業等の役員を兼ねること。

イ　自ら営利を目的とする私企業を営むこと。

ウ　報酬を得て何らかの事務又は事業に従事すること。

②許可の状況（平成28年度実績） （単位：件）

許可件数 左の主な内容

9 市の出資する企業の役員への就任等

3 不動産の賃貸等

76 調査指導員等

88

　職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべ
き責を有する職務にのみ従事しなければならないものでありますが、例外的に法律又は条例に特別の定めがある
場合には免除されます。

計

報酬を得て何らかの事務又は事業に従事すること

自ら営利を目的とする私企業を営むこと

営利企業等の役員を兼ねること

区　　　分

計

区　　　分

その他

国勢調査等への従事によるもの

組合事務への従事によるもの

選挙事務への従事によるもの

（参考）消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第10条の規定に基づき、消防団員との兼職を

　　　　認めた件数　　・・・　　18件

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律第10条の施行に伴い、同法に基づく消防団員との兼職の承認を
受けた場合は、地方公務員法第38条第1項の兼業許可を要しないこととされています。

(注)

　職員は、市長をはじめとする任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他の営利企業等の役
員を兼ねること、自ら営利企業を営むこと及び報酬を得て何らかの事務又は事業に従事することができないこと
とされております。
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(単位：人)

任期満了

一般行政職 29 2 11 20 0 1 0 0 63
医療職 3 4 24 3 0 0 0 1 35
消防職 12 0 0 0 0 0 0 0 12
企業職 9 0 0 5 0 0 0 0 14
技能労務職 3 0 1 2 0 0 0 0 6
教育職 0 0 2 0 0 0 0 0 2

計 56 6 38 30 0 1 0 1 132
(注)再任用短時間勤務職員を除きます。

(2)退職者の再就職状況 （単位：人）

H27年度 52 9 5 0 0 8 74 92 166

※1　市に再就職した者には、青森地域広域事務組合に再就職した者を含みます。

※2　再任用短時間勤務職員、死亡退職者、県からの派遣職員を除きます。

(3)退職管理制度について

【参考】退職管理制度概要
○再就職情報の届出及び公表に関する取扱い（青森市職員の退職管理に関する条例及び規則に基づく）

退職時職位

課長級以上

主幹級以下

○退職管理に係る規制違反に対する罰則等（地方公務員法に基づく）

区分 罰則等

職員が不正な行為をすること等の見返りとして、営利企業等に対して自身が当該営
利企業の地位に就くことを要求し、又は約束した場合

元職員が現職職員に対して、不正な行為をするように働きかけた場合

元職員が現職職員に対して、働きかけをした場合
（不正な行為をするよう働きかけた場合を除く。）

退職時職員区分

一般職員

３年以下の懲役

３年以下の懲役

懲戒処分の対象

１年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金

１年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金

１０万円以下の過料

×

×

職員が不正な行為をすること等の見返りとして、営利企業等に対して他の職員又は
元職員を当該営利企業等の地位に就かせることを要求・依頼した場合

求職活動

再就職
あっせん

元職員による
働きかけ

職員が元職員から働きかけを受けた事実を人事委員会（公平委員会）へ届け出な
かった場合

(注)営利企業等以外への再就職者については条例に基づく届出及び公表の対象外ですが、職員の再就職に係る公平性、

　　透明性を高めることを目的に、任意で再就職情報を公表します。

職員が元職員の働きかけに応じて不正な行為を行った場合

懲戒免職 失職 死亡退職
合計

　平成22年度に制定した「青森市退職職員の再就職の取扱いに関する要綱」に基づき、平成23年3月31日以降の退職者を対
象に、退職後の営業活動等の自粛要請及び再就職状況の届出並びに再就職状況の公表について実施してきたところです
が、平成26年5月に改正された地方公務員法及びそれに基づき制定した「青森市職員の退職管理に関する条例」並びに「青
森市職員の退職管理に関する規則」に基づき、平成28年3月31日以降の退職者からは、新たな退職管理制度に移行していま
す。

規制違反の内容

件数

件数

氏名等

×

その他民間
団体等

小計

×

○

○

再任用の場合

再任用職員（フル・短時間）

再就職情報の公表内容

件数

氏名等○

再就職した場合再任用の場合

(退職後２年間に再就職した場合)

再就職情報の届出

再就職した場合

普通退職

計
（※2）

８　職員の退職管理の状況

市以外に再就職

その他(非常
勤特別職等)

国、地方公
共団体等

地方独立行
政法人

市が出資す
る公社等

届出なし区分

市に再就職（※1）

再任用

分限免職

その他
(1)平成28年度職種別事由別退職者数

職種 定年退職 勧奨退職 （再任用フ
ルタイム）
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研修実績（平成28年度） （単位：人）

事業区分 実施区分 研修名 対象職員 実績

新採用職員研修（前期） 28年度採用職員 65

新採用職員研修（中期） 28年度採用職員 58

新採用職員研修（後期） 28年度採用職員 42

採用三年目主事級職員研修 26年度採用職員 57

中堅職員研修（政策形成）
24年度採用職員（上級）
22年度採用職員（初級）

49

中堅職員研修（接遇）
24年度採用職員（上級）
22年度採用職員（初級）

51

新任主査級職員研修（主査級職員の役割） 28年度新任主査級職員 63

新任主査級職員研修（リーダーシップ） 28年度新任主査級職員 67

新任主査級職員研修（接遇） 28年度新任主査級職員 64

新任ＴＬ職員研修（マネジメント） 28年度新任TL 37

新任ＴＬ職員研修（会計・公務員倫理） 28年度新任TL 36

新任ＴＬ職員研修（クレーム対応） 28年度新任TL 32

新任ＴＬ職員研修（人事評価） 28年度新任評価者 33

新任ＴＬ職員研修（メンタルヘルス） 28年度新任TL 40

新任ＴＬ職員研修（防災のしくみ） 28年度新任TL 34

新任ＴＬ職員研修（目標設定） 28年度新任TL 30

二年目ＴＬ職員研修（ハラスメント） 二年目ＴＬ 30

新任課長職員研修（課長の役割・防災のしくみ） 28年度新任課長職員 10

新任課長職員研修（マネジメント） 28年度新任課長職員 11

新任課長職員研修（目標設定） 28年度新任課長職員 11

新任課長職員研修（リスクマネジメント） 28年度新任課長職員 12

トップセミナー 庁議構成員、次長級及び課長職の職員 128

青函合同政策立案研修 部等の長が指名する者 7

住民基本台帳ネットワークシステム新任操作者研修 住民基本台帳ネットワークシステム操作担当 20

公的個人認証サービス新任業務担当者研修 公的個人認証サービス業務担当 20

資格取得研修等（社会福祉主事研修を含む） 部等の長が指名する者等 57

会計庶務事務研修 各課等における会計事務担当職員 56

会計処理・公金取扱事務等研修
現金出納員
分任出納員

32

接遇研修（窓口担当職員等） 所属長が指名する者 121

ＡＥＤ講習 所属長が指名する者 17

不当要求防止責任者講習
窓口業務、賦課徴収業務、許認可業務、担当部署の
各課等の長及び、各課等の長が指名したTL

28

管理者セミナー 課長級以上の職員 156

組織要請研修 部等の長が指名する者 193

1,667

県実施 通信教育 希望者 4

自治大学校実施 ｅ－ラーニング 希望者 3

7

総務省（H28年10月派遣） 28年度派遣者(公募) 1

経済産業省 26年度派遣者(指名) 1

文部科学省 27年度派遣者(指名) 1

青森県（実務研修制度） 28年度派遣者(公募・推薦) 2

弘前大学（食料科学研究所） 28年度派遣者(公募・推薦) 1

短期研修（市町村アカデミー等） 部等の長が指名する者等 22

選択研修 希望者 20

法務研修「政策法務塾」 希望者 1

49

1,723

９　職員の研修の状況

必修研修

自己啓発研修

階層別研修

必修研修-小計

派遣研修-小計

合計

派遣研修

実務研修

特別研修

自己啓発研修-小計

実務研修以外
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康診断等の状況（平成28年度）

区 分 項目 受診者数

身体測定・視力・聴力・診察 1,695

胸部Ｘ線 1,379

心電図 1,200

尿検査 1,480

血圧 1,695

血液検査 1,695

198

人間ドック（基本） 964

人間ドック（肺） 118

人間ドック（脳） 147

人間ドック（女性） 279

69

10,919

(2)公務災害の発生状況（平成28年度）

区 分 申請件数 認定件数 不認定件数 継続審議件数

公務災害 25 26 0 0

通勤災害 3 3 0 0

(3)職員互助会の設置状況（平成28年4月1日現在）

会員者数

2,624

129

141

(4)青森県市町村職員共済組合及び職員互助会の給付事業（主なもの）

事 項 共済組合 職員互助会

結 婚 - 結婚祝金

死 亡 埋葬料 死亡弔慰金

病 気 ・ け が 療養費 入院見舞金

災 害 災害見舞金 災害見舞金

出 産 出産費 出産祝金

入 学 ・ 卒 業 - 入学・卒業祝金

永 年 勤 続 - 永年勤続給付金

育 児 休 業 育児休業手当金 -

介 護 休 業 介護休業手当金 介護休業給付金

病 気 休 業 傷病手当金 病気休業給付金

（注）職員互助会の給付事業は、会員掛金だけで運営しています。

青森市水道部職員互助会

青森市職員互助会

青森市交通部共済会

定期健康診断

計（延べ）

希 望 者 検 診

雇 入 時 健 康 診 断

特 殊 健 康 診 断

互 助 会 名
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(5)勤務条件に関する措置要求の状況

(6)不利益処分に関する不服申立ての状況

分限処分

懲戒処分

その他

計

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

平成28年3月31日現在
継続件数

0

0

0

0

0

0

0

平成28年度中
措置要求件数

0 0

平成29年3月31日現在
継続件数

区分
平成28年3月31日現在

継続件数
平成28年度中

不服申立て件数
平成28年度中

処理件数

平成28年度中
処理件数

平成29年3月31日現在
継続件数
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１１　等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成29年4月1日現在）

行政職給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 202 13.9 部付 1 570 39.3 主事級

主事 164

技師 37

2 368 25.4 部付 2

主事 236

技師 51

司書 1

保育士 5

専任員 73

3 481 33.2 部付 2 481 33.2 主査級

主査 461

主任司書 4

文化財主査 3

専任員 9

室長（ＴＬ） 1

館長 1

4 94 6.5 部付 1 198 13.7 主幹級

主幹（ＴＬ） 67

主幹 25

副所長 1

5 104 7.2 部付 2

主幹（ＴＬ） 89

主幹 10

所長 3

6 138 9.5 部付 2 138 9.5 課長級

課長 46

副参事 72

支所長 5

室長 1

館長 1

所長 6

事務長 1

事務局次長 2

場長 1

分室長 1

7 38 2.6 次長 12 38 2.6 次長級

参事 23

所長 1

副所長 1

副会計管理者 1

8 24 1.7 部長 10 24 1.7 部長級

理事 6

事務局長 5

教育部長 1

副所長 1

会計管理者 1

9 重要な業務を所掌する部長の職務 0 0.0

合計 1,449 100.0

課長又は副参事の職務

主事又は技師の職務

高度の知識又は経験を必要とする主事又は
技師の職務

主査の職務

主幹の職務

高度の知識又は経験を必要とする主幹の職
務

次長又は参事の職務

部長又は理事の職務
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公安職給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 係員の職務 0 0.0 主事級

2 主任、副主任又は高度の知識若しくは経験
を必要とする係員の職務

0 0.0

3 主査、係長又は隊長（以下「主査等」とい
う。）の職務

0 0.0 主査級

4 主幹、分署長又は高度の知識若しくは経験
を必要とする主査等の職務

1 100.0 部付 1 1 100.0 主幹級

5 課長又は副所長の職務 0 0.0 課長級

6 署長の職務 0 0.0

合計 1 100.0

教育行政職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 指導主事又は社会教育主事（次項において
「指導主事等」という。）職務

0 0.0

2 主査又は相当高度の知識若しくは経験を必
要とする指導主事等の職務

0 0.0

3 主幹、主任指導主事又は管理主事の職務 0 0.0

4 課長、所長又は副参事の職務 0 0.0

合計 0

教育行政職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 指導主事又は社会教育主事（次項において
「指導主事等」という。）職務

0 0.0 主事級

2 主査又は相当高度の知識若しくは経験を必
要とする指導主事等の職務

15 68.2 主査 15 15 68.2 主査級

3 主幹、主任指導主事又は管理主事の職務 2 9.1 主幹 2 2 9.1 主幹級

4 5 22.7 課長 2 5 22.7 課長級

副参事 3

合計 22 100.0

医療職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 医師又は歯科医師（以下「医師等」とい
う。）の職務

6 9.7 医師 6 6 9.7 主事級

2 17 27.4 部長（医師） 11 49 79.0 課長級

副部長（医師） 6

3 35 56.5 部長（医師） 31

副医療局長 1

副院長 3 4 6.5 次長級

4 4 6.5 副院長 1

院長 2 3 4.8 部長級

所長 1

合計 62 100.0

副医療局長、部長、副部長若しくは中央手
術センター長（以下「部長等」という。）
又は相当の経験を必要とする医師等の職務

課長、所長又は副参事の職務

副院長、医療局長、心臓・血管センター長
若しくは室長（以下「副院長等」とい
う。）又は相当の経験を必要とする部長等
の職務

院長、保健所長又は相当の経験を必要とす
る副院長等の職務
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医療職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 2 1.6 栄養士 1 61 50.0 主事級

臨床工学技士 1

2 59 48.4 薬剤師 16

栄養士 6

理学療法士 3

作業療法士 1

診療放射線技師 11

臨床検査技師 16

臨床工学技士 2

言語聴覚士 2

獣医師 2

3 15 12.3 主査 4 45 36.9 主査級

主任薬剤師 3

主任診療放射線技師 3

主任臨床検査技師 3

主任理学療法士 1

主任臨床工学技士 1

4 30 24.6 主査 2

主任薬剤師 4

主任診療放射線技師 8

主任臨床検査技師 6

主任栄養士 1

主任理学療法士 1

主任作業療法士 3

主任歯科衛生士 2

主任歯科技工士 1

主任臨床工学技士 1

主任視能訓練士 1

5 14 11.5 主幹（ＴＬ） 1 10 8.2 主幹級

副薬剤長 2

診療放射線副技師長 2

臨床検査副技師長 2

診療放射線技師長 1

副理学療法士長 1

臨床検査技師長 1

副参事 1 5 4.1 課長級

臨床検査技師長 1

診療放射線技師長 1

副医療技術局長 1

6 2 1.6 薬剤長 1

参事 1 1 0.8 次長級

合計 122 100.0

栄養士、臨床検査技師、衛生検査技師、臨
床工学技士若しくは言語聴覚士（学歴免許
が短大卒のものに限る。以下「短大卒栄養
士等」という。）、診療放射線技師、理学
療法士、作業療法士、視能訓練士、義肢装
具士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩
マッサージ指圧師、はり師又は柔道整復師
（以下「診療放射線技師等」という。）の
職務

医療技術局長若しくは次長、参事又は高度
の技術若しくは経験を必要とする薬剤長の
職務

薬剤師、獣医師若しくは栄養士、臨床検査
技師、衛生検査技師、臨床工学技士若しく
は言語聴覚士（学歴免許が大学卒のものに
限る。以下「大学卒栄養士等」という。）
又は高度の技術、経験を必要とする短大卒
栄養士等若しくは診療放射線技師等の職務

主任薬剤師、主任診療放射線技師、主任理
学療法士、主任作業療法士、主任歯科衛生
士、主任歯科技工士、主任栄養士、主任臨
床検査技師、主任臨床工学技士、主任視能
訓練士又は主査（以下「主任薬剤師等」と
いう。）の職務

副薬剤長、診療放射線副技師長、副理学療
法士長、臨床検査副技師長若しくは主幹
（以下「副薬剤長等」という。）又は高度
の技術若しくは経験を必要とする主任薬剤
師等の職務

副医療技術局長、薬剤長、診療放射線技師
長、臨床検査技師長若しくは課長、所長若
しくは副参事又は高度の技術若しくは経験
を必要とする副薬剤長等の職務
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医療職給料表（三）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 准看護師の職務 0 0.0 350 77.3 主事級

2 350 77.3 専任教員 3

看護師 323

保健師 22

准看護師 2

3 5 1.1 主査 3 66 14.6 主査級

主任看護師 2

4 61 13.5 主査（ＴＬ） 1

主査 11

教務主任 2

主任看護師 47

5 27 6.0 主幹（ＴＬ） 4 27 6.0 主幹級

教務主幹 1

看護師長 22

6 10 2.2 課長 2 10 2.2 課長級

副参事 2

総括教務主幹 1

総看護師長 1

副看護局長 4

合計 453 100.0

技能労務職員等給料表

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 技能技師又は技能主事の職務 0 0.0

2 36 15.7 専任員 32 230 100.0 技能労務職

技能技師 2

技能主事 2

3 20 8.7 技能技師 5

技能主事 15

4 87 37.8 技能技師 35

技能主事 52

5 87 37.8 主任技能技師 49

主任技能主事 38

合計 230 100.0

保健師、助産師、看護師、高度の技術若し
くは経験を必要とする准看護師又は専任教
員の職務

主査、主任看護師又は教務主任（以下「主
任看護師等」という。）の職務

高度の技術又は経験を必要とする主任看護
師等の職務

看護師長又は教務主幹の職務

看護局長、総看護師長、副看護局長又は総
括教務主幹の職務

相当の技能又は経験を必要とする技能技師
及び技能主事の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能技師
又は技能主事の職務

高度の技能又は経験を必要とし、困難な業
務を行う技能技師又は技能主事の職務

主任技能技師又は主任技能主事の職務
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企業職給料表（一）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 14 7.1 主事 4 64 32.5 主事級

技師 10

2 50 25.4 主事 10

技師 21

専任員 19

3 87 44.2 主査（ＴＬ） 2 87 44.2 主査級

主査 84

専任員 1

4 19 9.6 主幹（ＴＬ） 9 31 15.7 主幹級

主幹 7

所長 2

専門検査員 1

5 12 6.1 主幹（ＴＬ） 9

主幹 2

専門検査員（ＴＬ） 1

6 11 5.6 課長 6 11 5.6 課長級

副参事 5

7 次長及び参事並びにこれに相当する職務 1 0.5 参事 1 1 0.5 次長級

8 3 1.5 部長 2 3 1.5 部長級

理事 1

9 重要な業務を所掌する部長並びにこれに相
当する職務

0 0.0

合計 197 100.0

企業職給料表（二）

等級 等級別基準職務表に規定する基準となる職務 合計（人） 合計（％） 職名 職名（人） 職制（人） 職制（％） 職制段階

1 運輸主事、運転士又は整備士の職務 0

2 27 専任員 19 123 100.0 技能労務職

運転士 8

3 33 副主任運輸主事 5

副主任運転士 27

副主任整備士 1

4 45 副主任運輸主事 6

副主任運転士 36

副主任整備士 3

5 18 主任運輸主事 5

主任運転士 13

合計 123 100.0

主査並びにこれに相当する職務

主事及び技師等(以下「主事等」という。)
の職務

高度の知識又は経験を必要とする主事等の
職務

高度の技能又は経験を必要とする副主任運
輸主事、副主任運転士又は副主任整備士の
職務

主任運輸主事、主任運転士又は主任整備士
の職務

主幹並びにこれに相当する職務(以下「主幹
等」という。)

高度の知識又は経験を必要とする主幹等の
職務

課長及び副参事並びにこれに相当する職務

部長及び理事並びにこれに相当する職務

相当の技能又は経験を必要とする運輸主
事、運転士又は整備士の職務

副主任運輸主事、副主任運転士又は副主任
整備士の職務
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